
連結でスピーディーに情報収集が求められる状況の中、サステナビリティ 
関連情報もテクノロジーを活用したデータ基盤の構築が求められます

ESGデータドリブン経営を実現する 
ESGデータ基盤

ESGデータドリブン経営が求められる背景
非財務情報開示の標準化・義務化が加速する中、日本ではサステナビ
リティ基準委員会（SSBJ）が最終版のサステナビリティ開示基準を公表
し、企業には基準に準拠した開示対応が求められています。これにより、
企業は単なる規制対応を超え、スチュワードシップ・コードやコーポレー
トガバナンス・コードを踏まえた、投資家との建設的かつ双方向の対
話の強化が一層重要となっています。対話では、財務情報に加え、サス
テナビリティやガバナンス、人的資本、リスク管理などの非財務情報を
分かりやすく説明し、投資家の意見や提案を取締役会や経営戦略へ適

今後求められる「ESGデータドリブン経営」の輪郭
非財務情報開示の標準化・義務化が進展していく中、財務情報だけでなく非財務情報を扱う経営資源を管理するプラッ
トフォームの必要性が増しています。
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切に反映することが期待されています。また、グローバルでは ISSBに
よる「サステナビリティ関連財務情報開示に関する全般的要求事項
（S1）」や「気候関連開示（S2）」、欧州CSRDへの対応が進む中、日本
基準は国際基準との整合性を確保しつつ、日本の実情に即した内容と
なっています。今後は、開示情報の信頼性を確保し、これらの非財務情
報を活用した投資家との対話を通じて、経営戦略・ガバナンス体制の
継続的な改善につなげていくことが企業価値向上の鍵となります。
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サステナビリティ報告データの成熟度
コンプライアンスの観点のみならず、ビジネストランスフォーメーションまで視野に入れたデータ基盤の構築を目指すことが肝要です。

Why Deloitte? 
～ESGベンダー各社との対談シリーズ
ESGソリューションサービスを展開する各社
様から、ユーザー要件とテクノロジー視点そ
れぞれについてご知見のある方々にご登壇い
ただき、各社サービスの特徴とESG経営の現
状・今後について伺いました。こうした取組み
を通じたベンダー各社とのリレーションやソ

リューションへの理解を活かし、中立的な立場
でニーズに合わせたソリューションの選定が可
能です。
<掲載ページ>
ESGソリューションサービスを展開する各社との対談シ
リーズ：https://www.deloitte.com/jp/ja/services/
risk-advisory/blogs/dialogue-on-esg-solution.html

対談記事を公開しているESCベンダー（公開順）
 • 日本アイ・ビー・エム株式会社
 • ServiceNow Japan合同会社
 • 株式会社ゼロボード
 • 株式会社aiESG
 • booost technologies株式会社 
（現：Boost株式会社）
 • パーセフォニ・ジャパン
 • ワーキーバジャパン合同会社
 • SAPジャパン株式会社
 • 一般社団法人サステナブルファイナンス 
プラットフォーム運営協会

 • ワークデイ株式会社

ビジネストランス
フォーメーション

報告に関するインサイトを
活用し、戦略を再定義する。
またビジネス運営を変革する

•報告環境が断片化されている
•データシステムが断片化されている
•データ範囲が拡大している
•データの信頼性が低いがデータ品質要件は
高まっている

•プロキシデータと定性的な推定値に対する
要件がある

•規制が頻繁に変更される
•データ分析スキルと管理スキルが
限られている

•アシュアランス要件により複雑な
統制が求められる

• 製品レベル、サービスレベル、
そして施設レベルのデータ

• 週次、日次、またはリアル
タイムのデータ周期

• サプライヤーから顧客まで
バリューチェーンを網羅した
データ範囲

• より粒度の高い実データが必要
• インプットとアウトプットを
再設計するためにインサイトを
活用する

ビジネス面での改善
報告に関するインサイトを
活用し、パフォーマンスを
向上させる。また気候目標と
緩和目標を達成する

• 事業単位レベルのデータ
• 月次および週次のデータ周期
• プロキシデータよりも多い
実データ

• より粒度の高いデータ要件
• マネジメントアクションを向上
させる、パフォーマンスに関する
インサイト

• 企業レベルのデータ
• 四半期ごとの年次報告
• 実データとプロキシデータの混在
• 基礎的な水準の確立に注力した
後に改善

報告の開示義務、
ガバナンス、

アシュアランス要件の達成

コンプライアンス

データの課題

図1. サステナビリティ報告データの成熟度
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